
（リース取引関係） 

前事業年度 

自 平成 13 年４月１日 

至 平成 14 年３月 31 日 

当事業年度 

自 平成 14 年４月１日 

至 平成 15 年３月 31 日 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

  

  機械及び装置 

  （百万円） 

取得価額相当額   141   

減価償却累計額相当額   94   

期末残高相当額   46   

  車両運搬具 

  （百万円） 

取得価額相当額   424   

減価償却累計額相当額   208   

期末残高相当額   215   

  工具・器具及び備品 

  （百万円） 

取得価額相当額   702   

減価償却累計額相当額   488   

期末残高相当額   214   

  合計 

  （百万円） 

取得価額相当額   1,268   

減価償却累計額相当額   792   

期末残高相当額   476   

  

  

  機械及び装置 

  （百万円） 

取得価額相当額   128   

減価償却累計額相当額   112   

期末残高相当額   16   

  車両運搬具 

  （百万円） 

取得価額相当額   399   

減価償却累計額相当額   247   

期末残高相当額   152   

  工具・器具及び備品 

  （百万円） 

取得価額相当額   663   

減価償却累計額相当額   480   

期末残高相当額   182   

  合計 

  （百万円） 

取得価額相当額   1,191   

減価償却累計額相当額   840   

期末残高相当額   351   

  

 取得価額相当額は、有形固定資産の期末残高等に

占める未経過リース料期末残高の割合が低いため、

支払利子込み法によっております。 

 取得価額相当額は、有形固定資産の期末残高等に

占める未経過リース料期末残高の割合が低いため、

支払利子込み法によっております。 

② 未経過リース料期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 

  

    （百万円） 

１年以内   207   

１年超   269   

合計   476   

  

  

    （百万円） 

１年以内   145   

１年超   205   

合計   351   

  

 未経過リース料期末残高相当額の残高は、有形固

定資産の期末残高等に占めるその割合が低いため、

支払利子込み法によっております。 

 未経過リース料期末残高相当額の残高は、有形固

定資産の期末残高等に占めるその割合が低いため、

支払利子込み法によっております。 



③ 支払リース料及び減価償却費相当額 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額

（百万円） 

支払リース料 234 

減価償却費相当額 234 

（百万円） 

支払リース料 200 

減価償却費相当額 200 

④ 減価償却費相当額の算定方法 ④ 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

同左 

前事業年度 

自 平成 13 年４月１日 

至 平成 14 年３月 31 日 

当事業年度 

自 平成 14 年４月１日 

至 平成 15 年３月 31 日 

２  ────── ２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 （百万円） 

１年内 10 

１年超 12 

合計 22 

次へ

/content/dam/corp/jp/ja/ir/financial/bn/pdf/2003/fy02_ir_39.pdf

